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令和７年度 収入認定事務について 

 

令和７年度の収入認定事務（令和８年度家賃額決定事務）を次のとおり行うこととする。 

事務の流れは「収入認定及び家賃決定事務について（Ｐ２～）」のとおり。 

 

１ 添付書類（収入を証明する書類）の添付対象者 

入居者及び同居者で令和７年度中に満 16 歳以上になる者（通常は中学を卒業した者以上が該当。

ただし、中学生以下でも収入がある者は対象となる。） 
 

２ 収入を証明する書類の種類 

市区町村発行の課税台帳記載事項証明書、源泉徴収票の写し、給与支給証明書又は所得税の確定

申告書の控えの写し（税務署が受付したことがわかるもの）など。 

個人番号（以下「マイナンバー」という。）を届出済み（収入申告と同時に届け出る場合も含む。）

の者は、収入を証明する書類の添付を省略することができる。 
 

３ 収入調査対象者及び課税台帳の閲覧 

住宅課から送付する未申告者リストから、指定管理者で調査対象者を決定。 

市町での調査・閲覧は、建設事務所（西部建設事務所管内は住宅課）でスケジュールを作成し、

実施する。ただし、管外市区町村への調査は文書で照会する。 
 

４ 未申告者の収入認定（令和６年度と同様） 

３の調査の結果、未申告者のうち収入超過者又は高額所得者の認定基準に該当する者については、

家賃額を近傍同種の住宅の家賃とした上で、収入超過者又は高額所得者と認定する。 
 

５ スケジュール 

(1) 住宅課から指定管理者への申告書等の送付は、６月20日（金）に発送予定 

   ※入居者１人につき 申告書２部（うち、明細が記載されたものは指定管理者控え） 

             パンフレット『「収入申告書」の提出について』１部 

(2) 入居者への申告書等の配布は、６月下旬～７月上旬 

（具体的な時期は、指定管理者で決定） 

(3) 収入申告の期限は、７月31日（木） 

(4) 収入認定日は、10月１日 

(5) 入居者への認定通知は、１月下旬発送目途   

(6) データの電算入力は、８月末を第１回目とし、11月上旬までに４回行う。（修正を含む） 

 電算への入力後、エラーリスト及び未申告者リスト等を出力 

   指定管理者へ送付    データチェック    電算への入力 

 

６ その他 

令和６年度収入認定の未申告者のうち、今回申告のあったものについては、その認定額に基づき

令和７年度家賃額（提出した月～令和８年３月）の変更（収入再認定）を行うことができる。こ

の場合、収入再認定申請書の提出が必要。（未申告であるかどうかのチェックは、電算システムで行う。） 
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収入認定及び家賃決定事務について 

 
１ 収入認定及び家賃決定事務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

申 告 あ り 申 告 な し 

収入申告書送付 

収 入 認 定 事 務 

家  賃  決  定 

（建替等に伴う負担軽減を含む。以下同じ） 

家 賃 再 決 定 

収入再認定 

○ 収入の変動 

○ 同居者等の異動 

○ 未申告者からの申告書提出 

収入認定更正 

○ 収入認定等に対する入居者

からの意見の申出等 

収入認定後の事務処理 

家賃減免処理 

書 類 審 査 収 入 調 査 

収 入 認 定         

収入超過者の認定 

高額所得者の認定 
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２ 収入認定 

(1) 収入認定の必要性 

ア 収入申告の意義 

公営住宅制度においては、本来入居者に対して低廉な家賃を実現するものであり、この低廉

な家賃は、実質的にみれば公的給付を受けていることと変わりない。 

公的給付を行う制度では、生活保護制度等にみられるように、被給付者が当該給付を申請す

るのが通常（申請主義）であるため、県営住宅においても公的給付と同価値の低廉な家賃設

定を受けるためには、入居者が収入申告をすることが合理的である。 

このため、広島県県営住宅設置、整備及び管理条例第１３条第１項の規定で、入居者に対し

毎年度収入申告することを義務づけ、この申告に基づいて、家賃を定めることとし、申告が

なかった場合には、公的給付をしないこと、すなわち、近傍同種の住宅の家賃を課すことと

している。 

イ 応能応益家賃制度 

県営住宅の家賃は、毎年の入居者の収入並びに住宅の立地条件及び住宅の規模等に応じて毎

年度家賃を決定している。 

 

(2) 収入認定事務の取扱い 

ア 収入申告書配布対象者 

(ｱ) ６月２日現在の入居者 

入居者全員を対象とする。（ただし、店舗、特別住宅、訴訟対象者（調定停止中）、建替

に伴う民間住宅への仮移転者及び６月３日以降に入居承継等により入居登録をした者を除

く。） 

(ｲ) ６月３日以降（令和７年度の課税証明等により入居する）の新たな入居者 

入居申込書の提出をもって収入申告書の提出があったものとみなすため、収入申告書の

配布は不要です。（規則第１０条第１項ただし書。その年度と翌年度の家賃を決定するため

の収入申告になることに注意）。 

(ｳ) 訴訟対象者 

ａ 訴訟提起前に全額納付した者には、指定管理者が収入申告の指導をする。 

ｂ 訴訟提起し和解となった者には、和解締結時に住宅課が収入申告の指導をする。 

(ｴ) 建替で民間住宅に仮移転している者 

県営住宅に本移転する際に最新の収入関係書類の提出を求め、その年度と翌年度の家賃

を決定する。（ただし、建替による移転時期が収入申告書配布時期と重なる場合は注意し、

必ず入居者に収入申告書が届いているかを確認すること。） 

イ 収入認定基準日 

認定基準日は、該当年度の１０月１日とする。 
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ウ 収入認定の通知時期 

 

           ６月２日      １月上旬     ３月上旬  ４月            翌年３月 

  

        家賃適用期間 

         (ｱ)のケース    (ｲ)のケース     (ｳ)のケース  (ｴ)のケース 

 

(ｱ) 入居日が６月２日以前の入居者 

収入申告書を送付し、これに基づき認定通知を１月下旬に行う。 

(ｲ) ６月３日から認定通知出力作業日（１月上旬）までの入居者 

入居時収入をもって収入認定し、(ｱ)と同時期に認定通知する。 

※ 令和７年度の家賃決定のために収入認定作業を行う必要があるので、令和６年度の

家賃決定とは別に住まいる７の収入調査の画面へも収入情報を入力すること。 

(ｳ) 認定通知出力作業日（１月上旬）から収入認定確定後処理（３月上旬）までの入居者 

入居時収入をもって収入認定するが、認定通知は一定期間ごとに作成し通知する。 

※ 令和７年度の家賃決定のために収入認定作業を行う必要があるので、令和６年度の

家賃決定とは別に住まいる７の収入調査の画面へも収入情報を入力すること。 

 (ｴ) (ｳ)以降の入居者 

入居時収入をもって収入認定するが、この認定については、認定の通知は行わない。 
 

※６月・10 月の定期募集（７・８・９月の随時募集）の新規入居者はシステムに入力すること。 

エ 収入認定における収入のとらえ方（令第１条第３号） 

(ｱ) 収入の対象 

所得税法上課税対象となる収入は、公営住宅法上の収入として扱う。 

所得税法上非課税対象となる収入は、公営住宅法上の収入として扱わない。 

(ｲ) 過去１年間の収入（令第１条第３号及びこれに係る国の通達（昭和３６年３月６日住発

第５６号）参照） 

ａ 原則 この日以前の過去１年間における収入となるという考え方であるから収入は前

年の１０月１日から今年の９月３０日までのものとなる。 

しかし、実務上は添付書類の内容が「暦年」であることから、前年の１月１日

から前年の１２月３１日における収入を過去１年間の収入として取り扱う。 

ｂ 例外 前年の１月２日以後、退職・転職・就職等変動があって、前年分の収入額によ

ることが妥当でない場合は、変動の日以降現在までの（申告書提出期限日の前月

までの）「給与支給証明書」又は「収支明細書」などにより、次のとおり算出する。 

(a) 給与所得者については就職後の収入を、事業所得者については事業を営んでからの

収入（１月未満期間の収入は切り捨てる。）を就職又は事業開始後の月数（１月未満は

切り捨てる。）で除した額に１２を乗じた額とする。 

(b) 過去１年間に収入の額が著しく変動した場合 

変動以前の収入は除き、変動後の収入を(a)の例により算出する。 

(c) 過去１年間に収入のない時期があった場合 

収入のない月数を除いて(a)の例により算出する。 
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(ｳ) 収入の種類 

所得税法上に定める所得の種類 公営住宅法上の収入 

①利子所得  ②配当所得  ③不動産所得 
④事業所得  ⑤給与所得  ⑥山林所得 

収入とする 

⑦退職所得  ⑧一時所得 収入としない 

⑨譲渡所得  ⑩雑所得 

一時的収入とみなされるものは、
収入としない。継続的収入は、収
入とする。 
課税対象の恩給・年金（公的年金
一覧表参照）は、収入とする。 

 

     公的年金一覧表 

年金 
の 
性格 

公営住宅法
上の取扱い 

収 入 と す る 収 入 と し な い 

税 法 上 の 
取 扱 い 

課税（雑所得） 非  課  税 

制 度 年 金 の 種 別 年 金 の 種 別 一 時 金 

分類 

恩 給 普通恩給 
増加恩給（併給の普通
恩給を含む扶助料） 
公務扶助料 

一時恩給 
傷病賜金 
一時扶助料 

共 済 年 金 

退職年金 
減額退職年金 
通算退職年金 
退職共済年金 

障害年金 
遺族年金 
通算遺族年金 
障害共済年金 
遺族共済年金 

退職一時金 
返還一時金 
障害一時金 
死亡一時金 

厚 生 年 金 

老齢年金 
通算老齢年金 
老齢厚生年金 
脱退手当金 

障害年金 
遺族年金 
通算遺族年金 
障害厚生年金 
遺族厚生年金 

障害手当金 

国 民 年 金 
老齢年金 
通算老齢年金 
老齢基礎年金 

老齢福祉年金 
障害年金 
母子年金、準母子年金 
遺児年金 
寡婦年金 
障害基礎年金 
遺族基礎年金 

死亡一時金 

 
※ (ｳ)①～⑩以外で公営住宅法上収入としないものには、次のものがある。 

ａ 相続・遺贈又は個人からの贈与による収入 
ｂ 損害保険金、損害賠償金、慰謝料など 
ｃ 雇用保険の失業給付 
ｄ 職業訓練手当、職業転換給付金 
ｅ 生活保護のための給付 
ｆ 児童福祉のための支給金品、児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当 
ｇ 身体障害者のための支給金品 
ｈ 労働基準法に基づく、療養補償・休業補償・障害補償・遺族補償 
ｉ 原爆手当 
ｊ 仕送り 
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オ 収入認定における収入控除等（令第１条第３号） 

一般控除 
一般控除 

対 象 者 

同 居 控 除 ａ 同居者で本人以外の方 
１人につき 

３８万円 
別 居 控 除 ｂ 

同居者以外で所得税法上控除対象配偶者又は扶養親族

となっている方 

個 別 の 

特別控除 

寡 婦 控 除 ｃ 

合計所得額(※)が５００万円以下のうち、次のいずれ

かに当てはまる方 

① 夫と離婚した後婚姻していない方のうち、扶養親

族を有する方 

② 夫と死別した後婚姻をしていない方、又は夫の生

死が明らかでない方 

※住民票の続柄に「夫(不届)」「妻(不届)」の記載があ

る者は対象外とします。 

１人につき 

その人の所得から 

２７万円 

（所得が２７万円

以下の方は、その

所得金額） 

ひ と り 親 ｄ 

婚姻歴や生死にかかわらず、生計を同一にしている総

所得金額等(※)が４８万円以下の子を有する単身者の

方で、合計所得金額(※)が５００万円以下の方 

※住民票の続柄に「夫(不届)」「妻(不届)」の記載があ

る者は対象外とします。 

１人につき 

その人の所得から 

３５万円 

（所得が２７万円

以下の方は、その

所得金額） 

給与年金

控 除 

給与所得者控

除又は公的年

金等所得者控

除 

ｅ 

申込者本人又は同居予定親族のうち、給与所得又は公

的年金等に係る雑所得を有する方 

※給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係

る雑所得の金額がある方で、当該給与所得控除後の給

与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額の合計

額が１０万円未満である場合には、当該合計額 

１人につきその人

の給与所得又は公

的年金等に係る雑

所得から１０万円

（所得が１０万円

以下の方はその所

得金額） 

その他の 

特別控除 

障 害 者 控 除 ｆ 
本人又は一般控除対象者のうちで心身障害があり、手

帳などを交付されている方 

１人につき 

２７万円 

特 別 障 害 者 

控 除 
ｇ 

本人又は一般控除対象者のうちで精神・身体に重度

（身体障害１～２級、精神障害 1 級、等）の障害があ

る方 

１人につき 

４０万円 

老人控除対象

配 偶 者 控 除 
ｈ 

一般控除対象者のうち、所得税法上の控除対象配偶者

で、かつ、年齢７０歳以上の方 

１人につき 

１０万円 

老人扶養親族 

控 除 
ｉ 

一般控除対象者のうちで年齢が７０歳以上、かつ、所

得税法上の扶養親族と認められている方 

１人につき 

１０万円 

特定扶養親族 

控 除 
ｊ 

一般控除対象者のうちで年齢１６歳以上２３歳未満

で、かつ、所得税法上の扶養親族と認められる方 

１人につき 

２５万円 

※ 控除の基準日 

ａ 老人控除対象配偶者控除・老人扶養親族控除ｆ（７０歳）、特定扶養親族控除ｇ（１６歳

以上２３歳未満）等の年齢に関する控除の基準日は、次のとおり。 

(a) 入居日が６月２日以前の入居者   １０月１日現在を基準日とする。 

(b) ６月３日以降の新入居者      入居可能日を基準日とする。 

ｂ 寡婦・ひとり親及び障害に関する控除については、それに関する申出により控除する。 

 

(3) 収入申告書未提出者等への対応（法第３４条、条例第３３条） 

ア 申告がない場合や同居者の添付書類が不足するなど申告が不十分な場合は、督促（別紙１の

とおり、１２ページ参照）する。 

督促したにもかかわらず申告がない場合は、課税台帳の閲覧や雇主に報告を求めるなどす

る。この調査を実施しないと高額所得者を見逃すおそれがあるため、必ず実施すること。 

なお、調査時期等については、各建設事務所（西部建設事務所管内は住宅課）で決定する。 

イ 前年度の収入申告で未申告者が収入申告してきた場合、その収入によって現行家賃の変更

（収入再認定）をすることができる。（再認定申請書が必要） 
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(4) その他 

収入認定事務の取扱いについては、この書類による外、入居者に配布している『「収入申告書」

の提出について』を参考にする。 

３ 収入認定及び家賃決定の手続き 

(1) 収入申告書の記入上の注意 

 審査後の所得金額は「特記事項」欄に記入する。 

 ただし、マイナンバーを利用して税情報を取得する場合（マイナンバー届出済であり利用に

係る同意がある場合）は記入不要。 

 

(2) 収入認定事務に係る電算入力について 

ア 収入認定電算入力用付票の記入方法 

（様式） 

 
 

 
 

（上記様式中の(ｱ)から(ｿ)の入力説明） 

(ｱ) 住 宅 番 号       既に記載済 

(ｲ) 未 提 出      

ａ 収入申告書の提出があり、添付書類が整っていればスペース（空白のまま） 

ｂ 収入申告書の提出がない場合又は収入申告書の提出はあるが添付書類に不備がある場合

は、収入申告書下部の県使用欄を用いた電算入力ではなく、住まいる７の調査所得欄に

収入調査（課税台帳の閲覧結果等）の情報を入力し、未申告フラグ欄にチェックを入れ

てください。 

 

(ｳ) 裁 量 階 層       該当がなければスペース（空白のまま）で、該当があれば次の表のコー

ドを記入。なお、重複する場合は、いずれか１つ記入。 

区 分 障害者 
高齢者 
世帯 

戦傷病者 
原爆 

被爆者 
海外 

引揚者 
ハンセン病 

子育て 
世帯 

コード ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ 

※ 裁量階層の認定については、次に該当するものとする。 

障 害 者      ０１ 身体障害者（１級～４級）・精神障害者（１級又は２級） 

知的障害者（最重度、重度、中度） 

高齢者世帯 ０２ 入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが６

０歳以上の者 

住宅番号

未

提

出

別

居

扶

養

生

活

保

護

(ア) (イ) (オ) (カ)

裁

量

階

層

同

居

家

族

(ウ) (エ)

(キ) (ク) (ケ) (コ) (サ) (シ) (ス) (セ) (ソ) (タ) (チ) (ツ) (テ)

M

N

利

用

可

否

寡

　

　

婦

宛名番号 氏名

老

人

扶

養

老

人

配

偶

特

定

扶

養

障

害

／

特

障

ひ

と

り

親

給

与

所

得

年

金

所

得

事

業

所

得

そ

の

他

所

得
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（単身入居で、本人が６０歳以上の者である場合も該当する） 

戦 傷 病 者      ０３ 特別項症から第６項症、第１款症 

原爆被爆者 ０４ 原爆被爆者 

引 揚 者      ０５ 引揚げ後５年以内 

ハンセン病 ０６ ハンセン病療養所入所者等 

子育て世帯 ０７ 同居者に 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にあ 

る者がいる世帯 

(ｴ) 同 居 家 族  同居者の人数を右詰めで記入（前０不要） 

(ｵ) 別 居 扶 養       所得税法上、扶養控除の適用を受けている別居扶養親族の人数を記入 

         （書面により扶養を確認すること。） 

(ｶ) 生 活 保 護  生活保護世帯の場合は１、非生活保護世帯の場合はスペース 

(ｷ) 宛 名 番 号  ６月２日時点の同居者は、既に記載済。 

  ６月３日以降に登録した同居者は記入。 

(ｸ) 氏 名  宛名番号と同様。 

(ｹ) ＭＮ利用可否  マイナンバーを届出済であり、利用に係る同意がある場合（申告書右欄で

確認）は１、未届の場合や同意がない場合は０を記入。 

(ｺ) 老人扶養  老人扶養親族の対象となる場合１を記入、該当がなければスペース。 

(ｻ) 老人配偶  老人控除対象配偶者である場合１を記入、該当がなければスペース。 

(ｼ) 特定扶養  特定扶養親族の対象となる場合１を記入、該当がなければスペース。 

(ｽ) 障害／特障  障害者の場合１、特別障害者の場合２を記入、該当がなければスペース。 

(ｾ) 寡婦         公営住宅法上の寡婦に該当する場合は１を記入、該当がなければスペー

ス。 

(ｿ) ひとり親     ひとり親に該当する場合は１を記入、該当がなければスペース。 

(ﾀ) 給与所得      

(ﾁ) 年金所得      

(ﾂ) 事業所得       

(ﾃ) その他所得    

 ａ マイナンバーを利用して取得した税情報を、年間所得として用いる場合 

   

 ｂ マイナンバーを利用しない場合 

 

 ※ 留意事項 

1

給

与

所

得

障

害

／

特

障

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親

M

N

利

用

可

否

老

人

扶

養

老

人

配

偶

特

定

扶

養

0 1 0 0 0 0 0 0

給

与

所

得

障

害

／

特

障

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親

M

N

利

用

可

否

老

人

扶

養

老

人

配

偶

特

定

扶

養

・ ＭＮ可否に１を記入し、給与所得等は記入しない（スペー

スとする）こと。 

・ 年間所得を記入した場合、記入した額が優先される。 

・ ＭＮ可否に０を記入し、給与所得等を記入する。 

マイナンバー利用可否により記入方法が異なるので注意すること。 
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イ「昨年度の状況」欄について 

 
昨年度の収入申告の状況が印字されているので参考にする。 

ウ 収入認定の日程について 

別紙２のとおり（１３ページ参照） 

 

(3) 添付書類の点検上の注意 

 添付書類は、収入認定するに当たり、所得額及び控除額の確定を行うための書類であり、十

分なチェックを要します。特に次の項目について注意してください。 

ア 証明書類の発行年月確認。古い証明であれば、新しい証明を取り直すよう請求する。 

イ 障害、寡婦、ひとり親、特定扶養等控除項目を確認。 

ウ 年金恩給所得の証明書類は、その種類を確認し、公営住宅法上の収入とするか確認。 

（前記２‐(2)‐エ参照） 

(4) 認定通知等の内容 

別紙３のとおり（１４ページ参照） 

 

４ 収入認定後の事務処理対応 

 (1) 収入再認定 

・ 退職や同居者の人数の増減があった場合は、「県営住宅再認定申請書」により収入の再認定

を行う。（意見申出書は用いない。） 

・ 県営住宅再認定申請書により当年度と翌年度の収入の再認定を行う。ただし、通知は当年

度と翌年度を区別する観点から、当年度分は「収入再認定通知書」、翌年度分は「収入認定更

正通知書」を使用する。 

ア 収入再認定を行う場合 

(ｱ) 次の理由により収入が減少した場合 

  ① 退職（退職後再就職していない。） 

  ② 転職、再就職（正社員からパートへの変更など） 

  ※ 上記に該当しないものについては、原則再認定を行わない。 

(ｲ) 次の理由により各種控除の額が増加した場合 

  ① 同居者控除 

  ② 別居の扶養親族控除 

  ③ 寡婦控除 

    ④ ひとり親控除 

  ⑤ 障害者控除、特別障害者控除 

1 0

給

与

所

得

障

害

／

特

障

寡

　

　

婦

ひ

と

り

親

M

N

利

用

可

否

老

人

扶

養

老

人

配

偶

特

定

扶

養

昨年度の状況

裁

量

階

層

同

居

家

族

別

居

扶

養

障

害

特

障

７

０

歳

扶

特

定

扶

養

寡

婦

ひ

と

り

親

生

活

保

護

・ ＭＮ可否に１と記入しても、給与所得等に記入がある場

合はマイナンバーで取得する税情報ではなく、記入額が優

先される。 

→ スペースと０では意味が異なるので注意 
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  ※ 上記に該当する同居申請、異動届の提出があった場合、収入再認定申請書の提出を指

導すること。 

  ※ 年齢に係る各種控除の基準日の見直しは行わない。（特定扶養親族控除、老人控除対象

配偶者控除、老人扶養親族控除） 

イ 添付書類 

 収入の減少…退職、転職、再就職の事実を確認できる書類。（変更があった者のみ。その他の

同居者等の収入関係書類は不要。） 

   ※ 最新の源泉徴収票が発行されていても、退職、転職、再就職がなければ原則として

再認定は行わず、収入は基準日のまま変えない。 

 控除の増加…控除に関して事実を確認できる書類（同居者の変更に伴うものは要異動届） 

ウ 収入認定日（再認定日） 

    指定管理者が申請書及び必要な添付書類の提出を受けた日（以下「経由日」という。）とす

る。ただし、添付書類の催促等に迅速に応じられない高齢者や障害者等に対しては、当該入

居者宅を訪問し必要書類を徴取するなど特段の配慮を行うこと。 

  エ 適用開始日 

    経由日の属する月の１日からとする。ただし、事実発生日が経由日の属する月の２日以降

である場合、翌月の１日からとする。 

  オ 控除の基準日 

  ・ 控除に係る年齢の基準日は当初の収入認定日から変更しない。 

  ・ 当初の収入認定日以降の同居者は、同居申請の処理日を基準日とする。  

 

(2) 収入未申告者の扱い 

・ 未申告者については「県営住宅収入再認定申請書」を使用する。（他の様式であっても、収

入申告（未申告の解消）の目的で提出されたのであれば受付し処理すること。） 

・ 申請により退職や同居者の人数の増減が判明した場合は、合わせて現年度の収入再認定を

行う事を検討する。 

・ 未申告者が４月以降に申告してきた場合、提出の月分から認定家賃を変更する。 

 

(3) 意見申出について 

収入認定に誤りがあった場合、入居者は認定通知書を受け取った日から３０日以内に意見の申

出を行うことができ、申出について審査した結果、申出が正しい場合は、認定日に遡及して収

入認定の更正を行う。その際収入更正入力時に出力される更正通知書を入居者に送る。 

 

(4) 訴訟対象者で調定停止になっていた者が和解になった場合は、調定復活を行うと同時に収入申

告を行わせ、収入の認定を行う。適用開始日は、和解日の属する月の翌月の１日からとする。 

なお、契約解除の翌月から和解日の当月までは、契約解除時点の家賃額を徴収する。 

 

(5) 入居承継 

収入認定後に入居承継をする場合、入居承継申請の際に提出された資料により、当年度の家賃

を変更するとともに、来年度 4 月以降の家賃を変更するために収入認定更正を行う。(再認定申請

書は取らず、翌年度の家賃決定通知書を出し直す。) なお、入居承継による当年度の新家賃の適
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用開始日は入居承継承認日の属する月の翌月の１日からとする。 

 

 

 

(6) 上記各種申請と電算入力関連 

収入認定通知発行（１月）～納入通知書発行（３月末）の間に次の事務処理を行った場合

は、今年度の家賃に係る処理だけでなく、住まいる７の収入調査から翌年度の家賃に係る処理

も行うこと。 

・入居承継を承認する場合 

・収入再認定を承認する場合 

・訴訟で和解になった場合 
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収 入 申 告 督 促 書             

 

令和  年  月  日 

 

県営     住宅 

  号館    号 

 様 

 

 

広島県県営住宅（△△地区）指定管理者 

                      ○○○○○○○○○○○○○○○○○○  ㊞ 

 

 

 あなたは、広島県県営住宅設置、整備及び管理条例（以下「条例」という。）第１３条第１項

の規定により収入申告することになっていますが、指定期日までに収入申告書類が届きませんで

した。 

 ついては、令和  年  月  日までに必ず提出してください。 

 何らかの理由により、指定期日までに収入申告書類を提出できない場合は、ご連絡ください。 

 なお、この督促は条例第３３条に基づくものであり、収入申告されない場合は最も高い家賃と

なりますので必ず収入申告書類を提出してください。 

別 紙 １     
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令和７年度収入認定電算処理日程表 

月日 入居者 管理者 指定管理者 住宅課 

6 月中旬 

から 

7月上旬 

 

 

 

  

   （ 配 付 ） 

 

 

 収入申告書関係書類作成 
（6月 1日時点データ使用） 

 

7 月 31日 
（提出期限） 

 

・収入申告書記入 

・収入を証する 

 書類添付 

  

   （提出） 

     名簿等に記録 

 

 

 

 収入認定登録準備 

 

8月～ 

   

   未提出者への督促 

   

 ・ 申告書のチェック、整理 

 ・ 電算入力票の作成 

 

登録① 

 

8/22 必着 

   ・ 電算入力票送付 

（8月22日17：00必着） 

    

 ・ 未登録、エラー対応 

   

① データ入力依頼 

   （8月 27日） 

      ↓ 

② 取込・帳票作成 

   （9月 4日） 

 

登録② 

 

9/19 必着 

  
 ・ 電算入力票送付 

（9月19日17：00必着） 

 

 ・ 未登録、エラー対応 

    

① データ入力依頼 

   （9月 24日） 

      ↓ 

② 取込・帳票作成 

   （10月 3日） 

 

登録③ 

 

10/10必着 

  
 ・ 電算入力票送付 

（10月10日17：00必着）   

 

 ・ 未登録、エラー対応 

    

① データ入力依頼 

   （10月 15日） 

      ↓ 

② 取込・帳票作成 

   （10月 24日） 

 

登録④ 

 

10/31必着 

  
 ・ 電算入力票送付 

（10月31日17：00必着）   

 

 ・ 未登録、エラー対応 

    

① データ入力依頼 

   （11月 5日） 

      ↓ 

② 取込・帳票作成 

   （11月 14日） 

   

 
12月中旬頃 

内容確認（東芝ﾃﾞｰﾀ提供） 

12月 19日   

収入認定登録作業最終処理期限 
（未登録分及びエラー分のシステム端末直接入

力作業最終期限（「家賃管理」⇒「収入認定登

録」）） 

 

12月 25日    
収入認定確定処理 

（家賃決定処理） 

 （注） 収入認定確定処理まで修正作業は行うが、収入認定日は 10 月 1 日とする。 

     収入再認定に係る処理は含まない。 

     10 月募集の新規入居者分（1/1～入居）はシステムに入力しておくこと。 

別 紙 ２     別 紙 ２     
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認 定 通 知 書 説 明 書               

 

次のとおり通知書の項目に従って説明 

１ 支払家賃額 

  ここに記載されている金額が、入居者が実際に支払う家賃です。ただし、減免申請があり、審

査の結果減免基準を満たした場合は、減免登録後、減免後の家賃を別途通知します。 

２ 収入認定額 

  収入申告により、入居者から申告された収入及び控除の情報を記載しています。ここに記載し

ている内容は、別に送付する収入認定一覧にも記載しているので参考にしてください。 

３ 注意事項 

 今回通知の内容について、通知の日から３０日間意見の申出ができることとしています。この

ため、意見申出の要望及び収入申告書未提出者からの提出要望があれば、別添「県営住宅収入認

定（収入再認定）に対する意見申出書」の提出を指導してください。 

 なお、意見申出書の提出があり、添付書類等の審査を行い適当と認められた場合、今回通知し

た内容の変更を行うため、収入認定更正等の入力を行い、更正通知を送ってください。 

別 紙 ３     
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 １ 控除額内訳 

区     分 控  除  対  象  者 控 除 額 

一 

般 

控 

除 

同 居 控 除        ａ 同居者で本人以外の方 
1人につき38万円 

別 居 控 除        ｂ 同居者以外で所得税法上控除対象配偶者又は扶養親族となっている方 

個
別
の
特
別
控
除 

寡 婦 控 除        ｃ 

合計所得額(※)が５００万円以下のうち、次のいずれかに当てはまる方 
①夫と離婚した後婚姻していない方のうち、扶養親族を有する方 
②夫と死別した後婚姻をしていない方、又は夫の生死が明らかでない
方 
※住民票の続柄に「夫(不届)」「妻(不届)」の記載がある者は対象外とし
ます。 

１人につき 

その人の所得から 

27万円 

ひ と り 親  ｄ 

婚姻歴や生死にかかわらず、生計を同一にしている総所得金額等(※)が
４８万円以下の子を有する単身者の方で、合計所得金額(※)が５００万
円以下の方 
※住民票の続柄に「夫(不届)」「妻(不届)」の記載がある者は対象外とし
ます。 

１人につき 

その人の所得から 

35万円 

給
与
年
金
控
除 

給与所得者控除 
又は公的年金等 ｅ 
所得者控除 

申込者本人又は同居予定親族のうち、給与所得又は公的年金等に係る
雑所得を有する方 
※給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑所得の金額
がある方で、当該給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係
る雑所得の金額の合計額が１０万円未満である場合には、当該合計額 

1人につき10万円 

そ
の
他
の
特
別
控
除 

障 害 者 控 除        ｆ  
本人又は一般控除対象者のうちで心身障害があり、手帳などを交付さ
れている方 

1人につき27万円 

特別障害者控除 ｇ 
本人又は一般控除対象者のうちで、精神障害者１級、身体障害者１級
又は２級の障害がある方 

1人につき40万円 

老人控除対象         
配 偶 者 控 除        

一般控除対象者のうち、所得税法上の控除対象配偶者で、かつ、年齢
70歳以上の方 

1人につき10万円 

老人扶養親族        ｉ 
一般控除対象者のうちで年齢70歳以上、かつ、所得税法上扶養親族と
認められている方 

1人につき10万円 

特定扶養親族        ｊ 
一般控除対象者のうちで年齢16歳以上23歳未満で、かつ、 所得税法
上扶養親族と認められている方 

1人につき25万円 

  
２ 家賃額算定資料（新家賃額に関する事項） 
(1) 家賃算定基礎額 収入により毎年政令で定める額 
(2) 市町村立地係数 住宅の存する市町村の立地を係数化したもの（係数は国土交通大臣が定める。) 
(3) 規 模 係 数        当該県営住宅の専用床面積／65㎡ 
(4) 経過年数係数        

住宅建設（竣工）時からの経過年数を１以下で係数化したもの（１－0.0039×経過年数）  
(5) 利 便 性 係 数        住宅の存する区域及びその周辺の状況、住宅設備などを考慮して係数化したもの（0.5

～1.3で県が定める。） 
(6) 近傍同種の住宅の家賃 

近傍同種の住宅の時価、修繕費、管理事務費を考慮して、政令で定めるところにより県が定める。 
(7) 裁 量 階 層 
   入居者が60歳以上の方であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上の方・身体障害者（１級から４

級）・精神障害者（１級又は２級）・知的障害者（最重度・重度・中度）・戦傷病者（特別項症から第６項症
まで、第１款症）・原爆被爆者（医療給付受給者）・引揚者（引揚後５年間）・ハンセン病療養所入所者・同
居者に18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者がいる世帯 

(8) 収入超過者に関する取扱い 
３年以上入居かつ収入認定額158千円（裁量階層は214千円）を超える方（改良住宅については、収入

認定額114千円〔裁量階層は 139千円〕を超える方） 
 
収入超過者の家賃額 ＝ 新家賃 ＋（近傍同種の住宅の家賃－新家賃）× 年度の区分及び入居者の

収入の区分に応じて定める率 
(9) 現在建替などで傾斜家賃適用中の方で家賃について詳しくお知りになりたい方は別に御相談ください。 

  ※ (4)については、平成17年度家賃から改正となりました。改正に伴い、経過措置があります。 

  ※ (1)及び(3)については、平成21年度家賃から改正となりました。改正に伴い家賃が上昇する場合、激変緩和措置 

を講じます。（但し、平成21年３月31日以前に入居された方のみ。） 
 

３ その他 
(1) 高額所得者の取扱い 

収入認定額が31万３千円を２年間引き続き超え、かつ県営住宅に引き続き５年以上居住する方（収入
認定に係る所得金額において、入居者及び配偶者以外の所得金額は、124万８千円を超える部分の金額を
対象とする。） 

   
   家賃額 ＝ 近傍同種の住宅の家賃（但し、明渡請求期限到来後は近傍同種の住宅の家賃の２倍の

ｈ 
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額。） 
(2) 収入申告書未提出者の取扱い 
   家賃額 ＝ 近傍同種の住宅の家賃 
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○ 公営住宅法  
 
（家賃の決定） 
第１６条 公営住宅の毎月の家賃は、毎年度、入居者からの収入の申告に基づき、当該入居者の収入及び当該公営住宅の立
地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の家賃（次項の規定により定められた
ものをいう。以下同じ。）以下で、政令で定めるところにより、事業主体が定める。ただし、入居者からの収入の申告が
ない場合において、第３４条の規定による報告の請求を行つたにもかかわらず、公営住宅の入居者がその請求に応じない
ときは、当該公営住宅の家賃は、近傍同種の住宅の家賃とする。 

２ 前項の近傍同種の住宅の家賃は、近傍同種の住宅（その敷地を含む。）の時価、修繕費、管理事務費等を勘案して政令
で定めるところにより、毎年度、事業主体が定める。 

３ 第１項に規定する入居者からの収入の申告の方法については、国土交通省令で定める。 
４ 事業主体は、公営住宅の入居者（介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条の２第１項に規定する認知症である者、
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者その他の国土交通省令で定める者に該当する者に限る。
第２８条第４項において同じ。）が第１項に規定する収入の申告をすること及び第３４条の規定による報告の請求に応じ
ることが困難な事情にあると認めるときは、同項の規定にかかわらず、当該入居者の公営住宅の毎月の家賃を、毎年度、
政令で定めるところにより、同条の規定による書類の閲覧の請求その他の国土交通省令で定める方法により把握した当該
入居者の収入及び当該公営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の
家賃以下で定めることができる。 

５ 事業主体は、第項又は前項の規定にかかわらず、病気にかかつていることその他特別の事情がある場合において必要が
あると認めるときは、家賃を減免することができる。 

６ 前各項に規定する家賃に関する事項は、条例で定めなければならない 
 
（収入状況の報告の請求等） 
第３４条 事業主体の長は、第１６条第１項若しくは第２８条第２項の規定による家賃の決定、第 

１６条第４項（第２８条第３項又は第２９条第８項において準用する場合を含む。）の規定による家賃若しくは金銭の減
免、第１８条第２項の規定による敷金の減免、第１９条（第２８条第３項又は第２９条第８項において準用する場合を含
む。）の規定による家賃、敷金若しくは金銭の徴収の猶予、第２９条第１項の規定による明渡しの請求、第３０条第１項
の規定によるあつせん等又は第４０条の規定による公営住宅への入居の措置に関し必要があると認めるときは、公営住宅
の入居者の収入の状況について、当該入居者若しくはその雇主、その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に
必要な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めることができる。 

 
 
○ 公営住宅法施行令  
 
（用語の定義） 
第１条 この政令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
（略） 
３ 収入 入居者及び同居者の過去一年間における所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第二編第二章第一節から第三節

までの例に準じて算出した所得金額（給与所得者が就職後一年を経過しない場合等その額をその者の継続的収入とするこ
とが著しく不適当である場合においては、事業主体が国土交通大臣の定めるところにより認定した額とし、以下「所得金
額」という。）の合計から次に掲げる額を控除した額を十二で除した額をいう。 
イ 入居者又は同居者に所得税法第二十八条第一項に規定する給与所得又は同法第三十五条第三項に規定する公的年金等

に係る雑所得（以下このイにおいて「給与所得等」という。）を有する者がある場合には、その給与所得等を有する者
一人につき十万円（その者の給与所得等の金額の合計額が十万円未満である場合には、当該合計額） 

ロ 同居者又は所得税法第二条第一項第三十三号に規定する同一生計配偶者（以下この号において「同一生計配偶者」と
いう。）若しくは同項第三十四号に規定する扶養親族（以下この号において「扶養親族」という。）で入居者及び同居
者以外のもの一人につき三十八万円 

ハ 同一生計配偶者が七十歳以上の者である場合又は扶養親族が所得税法第二条第一項第三十四号の四に規定する老人扶
養親族である場合には、その同一生計配偶者又は老人扶養親族一人につき十万円 

ニ 扶養親族が十六歳以上二十三歳未満の者である場合には、その扶養親族一人につき二十五万円 
ホ 入居者又はロに規定する者に所得税法第二条第一項第二十八号に規定する障害者がある場合には、その障害者一人に

つき二十七万円（その者が同項第二十九号に規定する特別障害者である場合には、四十万円） 
ヘ 入居者又は同居者に所得税法第二条第一項第三十号に規定する寡婦がある場合には、その寡婦一人につき二十七万円

（その者の所得金額からイの規定により控除する金額を控除した残額が二十七万円未満である場合には、当該残額） 
ト 入居者又は同居者に所得税法第二条第一項第三十一号に規定するひとり親がある場合には、そのひとり親一人につき

三十五万円（その者の所得金額からイの規定により控除する金額を控除した残額が三十五万円未満である場合には、
当該残額） 

（家賃の算定方法） 
第２条 公営住宅法（以下「法」という。）第十六条第一項本文及び第四項の規定による公営住宅の毎月の家賃は、家賃算

定基礎額に次に掲げる数値を乗じた額（当該額が近傍同種の住宅の家賃の額を超える場合にあつては、近傍同種の住宅の
家賃の額）とする。 

 一 公営住宅の存する市町村の立地条件の偏差を表すものとして地価公示法（昭和四十四年法律第四十九号）第八条に規
定する公示価格その他の土地の価格を勘案して〇・七以上一・六以下で国土交通大臣が市町村ごとに定める数値のう
ち、当該公営住宅の存する市町村に係るもの 

 二 当該公営住宅（その公営住宅が共同住宅である場合にあつては、当該公営住宅の共用部分以外の部分に限る。）の床
面積の合計を六十五平方メートルで除した数値 
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 三 公営住宅の構造ごとに建設時からの経過年数に応じて一以下で国土交通大臣が定める数値のうち、当該公営住宅に係
るもの 

 四 事業主体が公営住宅の存する区域及びその周辺の地域の状況、公営住宅の設備その他の当該公営住宅の有する利便性
の要素となる事項を勘案してイに掲げる数値以上ロに掲げる数値以下で定める数値 

 イ ０．５ 
 ロ 次に掲げる数値のうち、いずれか小さい数値 
 (1) １．３ 
 (2) １．６を第１号に掲げる数値で除した数値 

２ 前項の家賃算定基礎額は、次の表の上欄各項に定める入居者の収入の区分に応じてそれぞれ下欄各項に定める額とする。 
 

入 居 者 の 収 入 額 

104、000円以下の場合 34、400円 

104、000円を超え123、000円以下の場合 39、700円 

123、000円を超え139、000円以下の場合 45、400円 

139、000円を超え158、000円以下の場合 51、200円 

158、000円を超え186、000円以下の場合 58、500円 

186、000円を超え214、000円以下の場合 67、500円 

214、000円を超え259、000円以下の場合 79、000円 

259、000円を超える場合  91、100円 

 
 
 
○ 広島県県営住宅設置、整備及び管理条例 
 
 （収入の申告等） 
第１３条 入居者（特別住宅の入居者を除く。）は、毎年度、知事が定めるところにより、収入を申告しなければならない。 
２ 知事は、前項の規定による収入の申告に基づき収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものとする。ただし、入

居者が介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条の２第１項に規定する認知症である者、知的障害者福祉法（昭和３
５年法律第３７号）にいう知的障害者その他の規則で定める者に該当する場合で、前項に規定する収入の申告をすること
及び第３３条の規定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると認めるときは、同条の規定による書類の閲覧の
請求その他の規則で定める方法により把握した収入の状況に基づき収入の額を認定し、当該額を入居者に通知するものと
する。 

３ 入居者は、前項の認定又は第五項の再認定に対し、知事が定めるところにより意見を述べることができる。この場合に
おいて、知事は、意見の内容を審査し、当該意見に理由があると認めるときは当該認定を更正し、当該入居者にその旨を
通知するものとする。 

４ 入居者は、第１項の規定による収入の申告をした場合において、同居者の人数の増減その他の特別の事情があったとき
は、知事が定めるところにより、収入の額の再認定を申請することができる。 

５ 知事は、前項の規定による再認定の申請があったときは、その内容を審査し、相当な理由があると認めるときは、収入
の額を再認定し、当該入居者にその旨を通知するものとする。 

６ 特別住宅の入居者は、知事が必要と認めるときは、収入に関する報告をしなければならない。 
 
 （家賃の決定） 
第１４条 県営住宅（特別住宅を除く。）の毎月の家賃は、前条２二項の規定により認定された収入（同条第３項又は第５

項の規定により更正又は再認定された場合にあってはその更正又は再認定後の収入。第２７条及び第２９条において同
じ。）に基づき、近傍同種の住宅の家賃（第四項の規定により定められたものをいう。以下同じ。）以下で令第２条に規定
する方法により算出した額（改良住宅にあっては、同条に規定する方法に準じて知事が定める方法により算出した額）と
する。ただし、入居者（第１３条第２項ただし書の規定に該当する者を除く。）からの収入の申告がない場合において、
第３３条の規定による報告の請求を行ったにもかかわらず、入居者がその請求に応じないときは、当該県営住宅の家賃は
近傍同種の住宅の家賃とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、改良住宅の家賃は、改良法第２９条第３項の規定によりその例によることとされる公営住宅
法の一部を改正する法律（平成８年法律第５５号）による改正前の公営住宅法（以下［旧法］という。）第２条第４号の
第２種公営住宅に係る旧法第１２条第１項及び公営住宅法施行令の一部を改正する政令（平成８年政令第２４８号）によ
る改正前の公営住宅法施行令（以下［旧令］という。）第４条の規定によって算定された月割額（旧法第１３条第３項に
規定する月割額と異なる場合においては、当該月割額）に国有資産等所在市町村交付金法（昭和３１年法律第８２号）第
２条第１項の規定により当該改良住宅につき交付されることとなるべき国有資産等所在市町村交付金に相当する額を１２
で除して得た額を加算した額を超えないものとする。 

３ 令第２条第１項第４号に規定する事業主体の定める数値は、知事が定める。 
４ 第１項の近傍同種の住宅の家賃は、毎年度、令第３条に規定する方法により算出した額（改良住宅にあっては、同条に

規定する方法に準じて知事が定める方法により算出した額）とする。 
５ 特別住宅の家賃は、近傍の住宅の家賃等を総合的に考慮して知事が定める。 
６ 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、前項の家賃を変更することができる。 
(1) 物価の変動に伴い家賃を変更する必要があると認めるとき。 
(2) 近傍の住宅の家賃との均衡上必要があると認めるとき。 
(3) 前２号のほか、知事が家賃の変更を行う必要があると認めるとき。 

 
 （収入状況の報告の請求） 
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第３３条 知事は、第１４条第１項、第２９条第１項若しくは第３１条第１項の規定による家賃の決定、第１５条（第２９
条第２項又は第３１条第３項（次条第３項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定による
家賃若しくは金銭の減免若しくは徴収の猶予、第１７条第２項の規定による敷金の減免若しくは徴収の猶予、第３０条第
１項の規定による明渡しの請求又は第３５条の規定による公営住宅への入居の措置に関し必要があると認めるときは、入
居者の収入の状況について、当該入居者若しくはその雇主、その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要
な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めることができる。 

 
○ 広島県県営住宅管理規則 
 
 （収入の申告等） 
第１０条 条例第１３条第１項の規定による収入の申告は、知事が指示する日までに、別記様式第９号の申告書を知事に提
出してしなければならない。ただし、知事が定める期間に条例第９条第１項の規定による県営住宅の入居の申込みをした
場合は、当該申告書の提出があったものとみなす。 

２ 条例第１３条第２項ただし書の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 
(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５条の２第１項に規定する認知症である者 
(2) 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者 
(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５条に規定する精神障害者（前号に掲げ

る者を除く。） 
(4) 前３号に掲げる者のほか、知事が特に必要があると認める者 

３ 条例第１３条第２項ただし書の規則で定める方法は、入居者の雇主、取引先その他の関係人に報告を求める方法又は官
公署に必要な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求める方法とする。 

４ 条例第１３条第３項の意見を述べようとする者は、同条第２項又は第５項の規定による通知のあった日から３０日以内
に、別記様式第１０号の申出書を知事に提出しなければならない。 

５ 条例第１３条第４項の規定による再認定の申請は、別記様式第１１号の申請書を知事に提出してしなければならない。 
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別紙 

 

県営住宅における事故・事件の県機関への緊急連絡について 

 

広島県 住宅課 

 

１ 趣 旨 

 県営住宅において，次のいずれかに該当する事故や事件が発生した場合には，指定管理者が

これら事案の情報を入手した段階において，県の機関（県庁住宅課又は建設事務所）へ緊急連

絡を行うこと。 

 

 

１ 消防又は警察が出動するレベルのもの 

     例示：火事，刑事事件（傷害，暴行，迷惑行為等） など 

 

２ 住宅の多数の入居者，又は周辺住民に影響を及ぼすもの 

    例示：災害，断水，ガス漏れ，水漏れ（いずれも軽微なものを除く。） など 

 

３ 管理瑕疵責任が明らかで，人的被害又は物損を伴うもの 

    例示：外壁剥離で車が損傷，水道管破裂で住居が浸水，エレベータ内に 

閉じ込め，県設置の遊具が壊れてケガ  など 

 

４ マスコミ報道が予想されるもの 

    例示：新聞記事やテレビ報道が予想されるもの  など 

（現場に記者や報道ヘリがいた，報道機関から問合せがあった など） 

 

５ 事故・事件への対応に県の判断，又は指示が必要と思われるもの 

 

 ６ 上記１～５には該当しないが，指定管理者の判断で連絡が適当と思われるもの 

 

 

２ 緊急連絡先 

（１）開庁日の開庁時間内の場合  

ア 広島県西部建設事務所管内 ⇒ 県庁土木建築局住宅課   082-228-2111（代表） 

イ 広島県東部建設事務所管内 ⇒ 東部建設事務所建築課 084-921-1311（代表） 

  ウ 広島県北部建設事務所管内 ⇒ 北部建設事務所建築課 0824-63-5181（代表） 

（２）閉庁日又は閉庁時間内の場合 

   毎年度，年度当初に別途提示する緊急連絡先に連絡するものとする。 

（３）異常気象時・大規模な地震の場合 

○ ①異常気象（対象：大雨警報，暴風警報，洪水警報，暴風雪警報の各発令時）及び②震

度４・震度５弱の地震発生時における災害等の情報は，上記（２）にかかわらず，上記（１）

に設置される水防班に被害状況を連絡するものとする。 

○ また，エレベータが緊急停止となる大規模な地震発生時には，エレベータ内への閉じ込

め事故が生じていないかを直ちに調査し報告するものとする。 
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取扱注意 

 

緊 急 連 絡 先（広島県関係） 

 

〔閉庁時〕※開庁時は各行政機関へ連絡のこと 

       連絡先の電話番号は，各年度，指定管理者に別途通知する。 

管 内 区 分 
連 絡 先 

（不通の場合は，順次後位者へ連絡のこと） 

広島市 
県庁 土木局 住宅課 

第 1 順位 住宅管理ＧＬの職にある職員 

第 2 順位 住宅管理担当監の職にある職員 

第 3 順位 住宅課長の職にある職員 

安芸郡 

大竹市，廿日市市 

呉 市 

竹原市，東広島市 

三原市 東部建設事務所 建築課 

第 1 順位 建築課長の職にある職員 

第 2 順位 住宅係長の職にある職員     

尾道市 

福山市，府中市 

三次市，庄原市 

北部建設事務所 建築課 

第 1 順位 建築課長の職にある職員 

第 2 順位 建築課長に次ぐ職にある職員 
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